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　新型コロナウイルス発生から約2年がたち、私たちの生
活は大きく変わりました。テレワークの浸透など働き方の
変化とともに、家族との時間にも変化が起きています。内
閣府の調査では、21年9、10月時点で、18歳未満の子を持
つ親の約半数が感染拡大前よりも家族と過ごす時間が「増
えた」と回答しています（資料1）。また、「増えた」と回答した
人の9割以上が現在の家族と過ごす時間を保ちたいと回
答するなど、家族との時間を重視する姿勢が強まっていま
す。それに伴い、家事・育児の時間も変化しており、同調査
では男性の38.0％、女性の43.9％が感染拡大前よりも「増
えた」と回答しています。コロナ禍を通じて、より家庭に時間
を割けるようになっていることがうかがえます。

　 世界的にも同様の動きがみられます。国連機関である
UN Womenの調査によると、男性、女性ともに、多くの国
で感染拡大前よりも子供の世話に費やす時間が増加して
います（資料2）。一方で、その時間には男女間の格差が散
見され、日本においては週に10時間程度、女性のほうが多
くなっています。
　このような中、男性の育児休業取得促進などを目的に育
児・介護休業法が改正されました。背景には、男女間で育休
取得率に大きく差があるなかで（20年度の取得率は男
性:12.7％、女性:81.6％ 厚生労働省「雇用均等基本調
査」）、妊娠・出産を機に退職をする女性や育休を取得したく
ても取得できない男性が一定数いることなどがあります。
改正法は本年4月より順次施行され、育休を取得しやすい
雇用環境整備などが事業主に求められるほか、育休とは別
で取得可能な「産後パパ休暇」の創設などが行われます（資
料3）。
　家事・育児の男女間格差が大きい日本において、コロナ
禍での家族との時間の増加や育児・介護休業法の改正は、
男性の育児参加の後押しになると考えられます。これらを
きっかけに、多様な人材が自身の望む形で活躍できる社会
に近づいていくことが期待されます。

コロナ禍における家族と過ごす時間の増加

男性の育児参加を法改正も後押し

資料1 家族と過ごす時間について（18歳未満の子を持つ親）

(出所)  内閣府「第4回　新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化
に関する調査」より第一生命経済研究所作成
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す時間の変化

（19年12月と
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大幅に増加（51％以上増加） 増加（21％～50％増加）
やや増加（6％～20％増加） 概ね変化無い（5％減少～5％増加）
やや減少（6％～20％減少） 減少（21％～50％減少）
大幅に減少（51％以上減少） わからない
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思うか

保ちたい どちらかというと保ちたい
どちらかというと保ちたくない 保ちたくない
わからない

※①で家族と過ごす時間が「増えた」と回答した人が対象

資料3 育児・介護休業法改正の概要

(出所)   厚生労働省「育児・介護休業法改正のポイントのご案内」より第一生命経済研究所作成
 

育児・介護休業法改正の概要

2022年4月1日施行

 ○雇用環境整備、個別の周知・意向確認の措置の義務化

・ 育児休業を取得しやすい雇用環境の整備（研修の実施や相談窓口の設置など）

・ 妊娠・出産（本人または配偶者）の申し出をした労働者に対する個別の周知・

  意向確認の措置

 ○有期雇用労働者の育児・介護休業取得要件の緩和（原則無期雇用者と同様の取扱）

2022年10月1日施行

 ○産後パパ育休（出生時育児休業）の創設

　（子の出生後8週間以内に4週間まで取得可、一定の条件のもと休業中の就業可など）

 ○育児休業の分割取得

2023年4月1日施行

 ○育児休業取得状況の公表の義務化（従業員数1000人超の企業が対象）

資料2 子供の世話に費やす時間の国際比較（週平均）

(注) 育児をしている人が対象。子供の世話には遊び相手、学習支援など、子供に関するすべて
の世話が含まれる。

（出所） UN Women資料及び内閣府「男女共同参画白書 令和3年版」より第一生命経済研究
所作成
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